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研究成果の概要（和文）：特養の地域密着性を向上させる要件について、立地、配置、空間計画、運営の分析を行った
。
地域密着型特養を市街地に建設するのが困難な理由は、郊外に立地する母体施設との人材面・物流面での連携が最重要
視され近隣への立地が求められること、また、単体では運営が難しく集約化させ規模が拡大し、その結果土地取得が困
難となることである。
以上を踏まえ、現段階で地域密着性を向上させるための要件として、配置計画だけでなくソフトを充実させることが明
らかとなった。ハード（配置計画）とは建物の外壁率、居室・居間からの眺望、敷地境界の状況であり、ソフトとは地
域住民の理解（理念の共有、意見反映）、行政や他事業所との連携であった。

研究成果の概要（英文）：Grasping a requirement improving the community-based degree in nursing home, locat
ion, block planning, spatial planning, and management were analyzed. The reasons why are difficult to cons
truct the nursing home in urban area are following. On the community-based nursing home, as the cooperatio
n with the parent body facility which is located in the suburbs is the most important, the both facilities
 can't be separate. And, since it is difficult to run it alone, the scale escalates by many function, ther
efore it becomes difficult to acquire land. Thus, at this time, it was become clear that the plenitude of 
not only the block planning but also the soft side was needed. And, the requirements of the hardware show 
the ratio of outer wall, a view from the private room and living room, the situation of lot line. The requ
irements of the software show understanding of neighborhood inhabitants, the collaboration with administra
tion and other establishments.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 

１．研究開始当初の背景 
 
（１）施設における制度および普及の状況 
 
わが国の高齢者施設はその殆どが郊外以
遠に建設されていたため、入居者はそれまで
培った家族や友人との関係を継続すること
は困難であった。人間関係の断絶による症状
の悪化も懸念されたため、2006 年「地域密
着型特養」が創設された。従前の特養は広域
型特養と呼ばれた。 
住み慣れた地域でサービスを受ける事を
目的とする地域密着型特養は当該市町村の
居住者に利用が限定される。小規模（定員 29
名以下）で市町村の管轄であることから建設
が進み、2009 年現在、広域型より新設数が
増え、制度化後約 300 施設が開設している
（2006年 40、2007年 59、2008年 104、2009
年 95／単位：施設）。 

 
（２）事業安定のためのコストバランス 
 
しかし、依然としてその殆どは郊外以遠に
立地し、入居者の従前の居住地からは離れて
いる。「中心市街地の土地単価が高いこと」
「建設時のイニシャルコストが高いと事業
の安定が難しいと事業者が判断しているこ
と」がその要因であり、その結果、広域型と
同様に家族や友人の訪問は困難となり、入居
者の人間関係は途絶えてしまっている。 
事業を安定させるには、コストの 4要素（立
地、敷地、建築、運営）の適切なバランスが
必要である。すなわち「立地コスト」を上げ
れば他要素の質は落とさざるをえないとい
うことである。実際に「施設の代わりに運営
基準の緩い高齢者専用賃貸住宅を整備する」
「施設の居室面積基準を縮小する」などが提
言されているが、いずれも居住環境の低下を
助長するため、歯止めをかける必要がある。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究では「高齢者が住み慣れた地域で生
活を送る」ために創設された「地域密着型特
別養護老人ホーム（以下、地域密着型特養）」
を対象とし、地域密着性を向上させる要素と
しての立地・配置計画に着目する。事業と空
間のバランス確保のための諸要件を明らか
にすることを目的とする。 
本研究の主な成果としては、以下の点が考
えられる。 
①利用者にとっては施設入居後も人間関係
の継続が図られる。 
②施設事業者にとっては立地と居住環境・サ
ービスの質を両立した事業が存続できる。 
③その結果、わが国の施設サービス全体の質
の向上が期待できる。 
 
 

３．研究の方法 
 
研究のフロー（計画）について図１に示す。
計画では年度ごとに調査する予定であった
が、図面分析およびアンケート調査を同時に
行うことができたため、H24の実施内容を前
倒しで行うこととなった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
まず、地域密着型特養における事業安定の
ためのモデル提示を目的とし、立地・配置に
かかるコストと建築、運営コストとの適切な
バランスを見出すため地域密着型特養を対
象とし図面収集（周辺地図・平面図／84施設）
アンケート調査（59施設）を行った（H23）。 
収集した図面からは、対象施設の立地・配
置計画の特性について分析するとともに、面
積・プランタイプ等、建築計画の特性を見出
した（H24）。 
またアンケートから、事業経営状況を把握
するとともに、立地・配置および建築計画と
の関係を分析した。それらより、安定して事
業を継続するための要件を明らかにした
（H24）。 
最終年度（H25）は地域密着性を実現する
ための諸要件を明確にすべく、地域密着性特
養（三重、大阪、愛知）へのケーススタディ、
行政へのヒアリングおよび事業所補足アン
ケート調査（延べ 96施設）を行った。 
アンケートは達成度および属性別の意識
差異を明らかにすることを目的とした。項目
作成は、事業所にとって地域密着性の実現に
必要な諸条件を抽出する方法とし、施設を取
り巻く多様な立場の回答者に地域密着型特
養の地域連携について評価をしてもらった。 
調査概要を表１に示す。 
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全国の地域密着型特養 603 施設 

回収率 9.8％（59） 13.6 ％ 施設管理者

図１ 研究のフロー  ／（ ）は実施年度を示す 
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表１ 調査概要 
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４．研究成果 
 
(１）地域密着型特養のコストマネジメント 
運営および立地特性の関係 
 
イニシャルコストとランニングコストの
関係性として図２のような仮説を立てた。建
設費が一定の場合、運営費（主に人件費）と
土地購入費の合計はほぼ同程度となること
が想定される。したがって、イニシャルコス
トが抑制できればランニングコストに経費
をかけられる。 
 こうした視点から、コストマネジメントの
要素として、運営と土地取得の状況を把握す
るとともに、それらと収支の関係を分析した。
それらから収支に影響を与える因子を探り、
今後の地域密着型特養計画における基礎的
知見を得ることを目的とした。なお、建設費
については分析の対象外とした。 

 

 
 

施設全体の経営状況については、地域密着
型特養の 82.6％が年間赤字を抱えており、ラ
ンニングコストを抑制するために施設間の
連携、特に「職員の兼務」が実施されていた。 
図３に、法人が地域密着型特養を建設する
にあたり立地を決定した理由について、立地

別（「市街化区域」と「その他の区域」）に見
たものを示す。双方ともに「母体（連携）施
設と距離が近い」を挙げる施設が最も多かっ
たが、市街化区域外にその傾向が強かった。 
上記にも挙げたとおり、地域密着型特養は
小規模であることから、単独での運営が難し
く人材や設備の共有により支出を抑える傾
向にある。母体（連携）施設も「市街化区域
外」に立地することが多いため、そのことが
市街地への立地が進まない主な要因である
ことが推察された。 
次点、3 位は周辺地域の環境に関する内容
であったが、4 位以降の回答については、立
地別に差異が見られた。「市街化区域」では
利便性が重視されている一方で、「その他の
地域」では、安価な地価、面積規模、防災上
の安全などが重視された。特に面積規模は敷
地内の配置や建築計画にも影響を及ぼす事
項であり、建築計画の分析に示唆を与えるこ
ととなった。 
また、調査対象施設全般に、郊外に建設す
る傾向が見られ、経営状況と関連させると
「市街化区域」にある施設は経営が圧迫され
る傾向にあった。したがって、地域密着性を
物理的に担保するため街なかに所在するに
は、土地の提供などにより、イニシャルコス
トを軽減する措置が考慮されるべきである
と言える。 
 
(２）地域密着型特養における建築計画特性 
 
(１）では、立地が建築内部の計画と深い
関連があることが示唆されたことから、建築
計画の特性を把握した。問題意識は、広域型
特養に比べてユニット数が少ないことが、空
間構成や運営に与える影響を探ることであ
る。 
●施設概要：事業所の8割が３ユニット構成、
1 フロア２ユニットを基本とする構成であっ
たことにより、残る 1ユニットは単独で運営
しなければならず、通常は 2ユニットで 1名
配置すればよい夜勤職員においても倍の人
員が必要となり、経営に影響を与えているこ
とが示唆された。 
●ユニット内空間：居室と共同生活室、水周
り空間からなる一まとまりをユニットと呼
ぶ。居室と共同生活室の関係について広域型
と比較すると、中廊下型が多い傾向が見られ
た（図４）。このことは、２つの要因がある
と推察される。1 つ目は、地域密着型特養の
廊下幅の緩和により、大幅に面積が縮小でき
る中廊下型が選択されたこと、2 つ目は、1
フロアの２ユニットであるがゆえに、ユニッ
トの形を共同生活室を頂点としたＬ字型に
できないなか、動線を少しでも短縮しようと
する意図である。 

図３ 土地決定理由１位の項目（n=45） 

図２ コストバランス概念図 



 
 

 
また、共同生活室の独立性については、施
設ごとの空間の質が均質化している広域型
に比べ、地域密着型はばらつきが大きくモデ
ルが定まっていないことが明らかとなった。 
●ユニット外空間：図５に、空間の段階構成
別にみた施設割合を示す。すると、ユニット
外の空間（セミパブリック、パブリック空間）
が確保されていない施設が多く、確保されて
いても非常に面積配分が少ない。建設費を下
げ運営の負担を減らす配慮と思われるが、利
用者にとっては居場所の選択性が少なくな
る点において不利益を被ることが推察され
る。 

 
 

●併設施設の状況：敷地内および隣接する併
設施設をみると、「ショートステイ」が最も
多く、次いで「デイサービス」「小規模多機
能」「グループホーム」と続いた。 
 広域型特養の併設施設が在宅介護サービ
ス中心であるのに対し、地域密着型において
は居住・宿泊系サービスが中心であり、地域
密着型特養よりも定員の多い施設を併設し
ている事業所も全体の 1/3 ほどあった。 
●まとめ 
居住者の生活の質という視点においては、
居場所となりうる場は非常に少なく、広域型
よりも自立した高齢者を入居させても活動
領域が狭まり刺激が少なく自立度が落ちて
しまうことが危惧される。 
また、地域密着性といった視点においても、

併設施設が多く存在することで建物が肥大
化し、周辺にある地域資源との関係作りがよ
り困難となることが推察される。 
整備推進側（行政および運営者）にとって
は、広域型特養よりも土地取得がしやすく市
町村の施設定員を増やすという点において
スピーディに展開できるため評価される地
域密着型特養であるが、こうした空間計画上
の課題を踏まえたうえで、ユニット外に居場
所を作るなど利用者の居住性を高めること
が重要であると考えられる。 
 
(３）地域密着型特養への評価からみた地域
連携の実態 
 
(１）(２）からは、地域密着型特養の課題
が見出された。しかしながら、これら立地計
画、建築計画といったハード面以外にも施設
と地域住民との意識の違いや、取りまとめ役
を担う行政との連携の不足といったソフト
面などが課題として指摘されてきた。 
 その実態を明らかにするため、地域密着性
の達成度評価を主眼とした項目を用いてア
ンケートを行い、今後の地域密着型特養にお
ける運営的課題について言及する事を目的
とする。 
地域密着型特養は地域密着型サービスに
位置づけられている施設であるが、地域密着
性について実態と理念とは乖離がある。そこ
で、アンケート項目については、地域密着性
の達成度評価という視点により作成した。地
域密着型サービスである「小規模多機能ケ
ア」「地域密着型サービス評価（主にグルー
プホーム）」「ユニットケア型特養評価」の項
目を参考として用いた。 
 「理念」「地域連携」「サービス」「ハード」
に大別した項目ごとの達成度は「理念」が最
も高く、「ハード」が最も低かった。しかし
ながら、小項目別では、大項目に関係なくば
らつきがみられた。特に「ハード」は項目間
の差が顕著であった。施設からの眺望につい
ては達成されているが、敷地外の地域の様子
の把握や地域活動へのスペースの貸出につ
いては達成度が低かった。また、「地域連携」
項目においては、特に行政や他事業所への働
きかけの達成度が低い結果となった。 
 対象者別に結果を比較すると（表２）、介
護職員の評価が突出して高く、大項目別にお
いては理念とハードの対象者別の評価の差
が顕著であった。特に、利用者家族の評価が
低いことは、捉え方の違いもさることながら
意識共有の機会が乏しいであろうことが推
察された。 
 

 表２ 大項目別にみた対象者別の達成度割合 

図５ 地域密着型特養における段階構成別の施設割合 

図４ 居室と共同生活室（LD）の関係類型 
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理念 地域連携サービス ハード 全体
施設管理者(n=33) 3.83 3.60 3.37 3.26 3.47
介護職員(n=25) 4.19 3.75 3.82 3.76 3.86
利用者家族(n=19) 3.52 3.61 3.73 3.17 3.54
近隣住民(n=19) 3.79 3.46 3.52 3.50 3.55
最大値－最小値 0.67 0.30 0.45 0.59 0.40

（点）



 また、小項目ごとの評価結果において対象
者ごとの差異が顕著なものに着目すると（図
６）、地域密着型サービスで開催が義務付け
られている運営推進会議での発言状況
（12,13） における認識の差異（施設側では
配慮できていると感じていても利用者家族
や近隣住民はそうでないこと）や、地域密着
型の理念の捉え方について乖離があった。 
 以上より、地域密着型特養の運営における
課題整理とともに、対象者間の捉え方の差異
を踏まえた運営の必要性が明らかとなった。 
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